
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章  

高砂市の現状と課題 
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１．人口の動向と少子化の進行 

 

１）人口の推移 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国勢調査によれば、総人口は昭和 60（1985）年の 91,434 人から、平成７（1995）

年には 97,632 人と 10 年間で 6,198 人（増減率＋6.8％）増加していますが、平成７

（1995）年以降は減少に転じ、平成 17（2005）年には 94,813 人と 10 年間で 2,819

人（増減率－2.9％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、平成 16（2004）年から平成 20（2008）年の総人口を住民基本台帳人口（各年

9 月 30 日）でみると、前年比の人口増減率は平成 16（2004）年が－0.514％で、平成

19（2007）年まで毎年減少していますが、平成 20（2008）年には増減率 0.012％で

増加しています。しかしながら、平成 16（2004）年から比べると、人口は緩やかな減少

傾向にあるといえます。 

 

 

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年
総人口(人) 97,878 97,420 97,225 96,791 96,803
増減率(％) -0.514 -0.468 -0.200 -0.446 0.012

資料：住民基本台帳人口（各年9月30日）

国勢調査：国が行政の基礎資料を得るために、人口やそれに関連した事項について、全

国一斉に行う調査。日本では 10年ごとに実施、その間５年ごとに簡易調査が

実施されています。 

住民基本台帳人口：住民基本台帳法に基づき、市の住民全体の住民票を世帯ごとに編成

して作成した住民基本台帳に記録されている人口。 

男性 女性

(人) (人) (人) (女=100) (％)

昭和60年 91,434 45,176 46,258 97.7 7.0
平成  2年 93,273 45,818 47,455 96.6 2.0
平成  7年 97,632 47,994 49,638 96.7 4.7
平成12年 96,020 47,035 48,985 96.0 -1.7
平成17年 94,813 46,155 48,658 94.9 -1.3

資料：国勢調査（各年10月1日）

※人口は年齢不詳分を含む

総数 性比 増加率
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２）人口動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

  人口動態をみると、自然動態は出生数が死亡数を上回る自然増が続いていますが、平成 15

（2003）年以降出生数が減少しており、自然増の数も減少しています。また、社会動態で

は転出数が転入数を上回る社会減が続いており、全体でみると減少状態であるといえます。 

 

 

３）年齢 3 区分別人口と構成比の推移 

   

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日） 
 

 

昭和 60（1985）年から、平成 17（2005）年の間に、年少人口（０～14 歳）は 8,903

人減少、生産年齢人口（15～64 歳）は 3,081 人、高齢人口（65 歳以上）は 8,998 人増

加しています。 

その結果、平成 17（2005）年の人口構成比は年少人口が 15.1％（20 年間で－10.2

ポイント）、生産年齢人口が 67.3％（同＋1.0 ポイント）、高齢人口が 17.6％（同＋9.2 ポ

イント）と少子高齢化が着実に進行しています。 

出生 死亡 増減 転入 転出 増減

平成11年 -424 1,022 675 347 4,047 4,818 -771 566 185

平成12年 59 991 601 390 4,331 4,662 -331 582 193

平成13年 -127 1,001 663 338 4,062 4,527 -465 595 218

平成14年 -52 975 660 315 4,187 4,554 -367 479 202

平成15年 -587 870 706 164 3,631 4,382 -751 483 213
平成16年 -367 877 704 173 3,309 3,849 -540 489 195
平成17年 -178 863 671 192 2,336 2,706 -370 510 166
平成18年 -136 843 680 163 3,357 3,656 -299 462 175
平成19年 -387 816 768 48 2,983 3,418 -435 501 174

資料：高砂市統計書

自然動態 社会動態
離婚婚姻純増減

兵庫県

平成17年

(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (％)

0～14歳 23,164 25.3 19,586 21.0 17,423 17.8 15,497 16.2 14,261 15.1 14.2

15～64歳 60,606 66.3 64,680 69.4 68,689 70.4 66,690 69.5 63,687 67.3 65.6

65歳以上 7,664 8.4 8,952 9.6 11,511 11.8 13,745 14.3 16,662 17.6 19.8

総　数 91,434 100.0 93,218 100.0 97,623 100.0 95,932 100.0 94,610 100.0 100.0

資料：国勢調査（各年10月1日）

※人口は年齢不詳分を除く

昭和60年

高砂市

平成17年平成2年 平成7年 平成12年
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４）推計人口－総人口と年齢 3 区分別人口の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

推計人口をみると、総人口は平成 17（2005）年（94,610 人）以降年々減少し、平成

26（2014）年には 89,965 人になると推計しています。これを年齢３区分別の人口構成

比でみると、年少人口（０～14 歳）は平成 17（2005）年の 15.1％が平成 26（2014）

年には 13.3％、生産年齢人口（15～64 歳）は同じく 67.3％から 61.0％に減少し、高齢

人口（65 歳以上）は 17.6％から 25.7％に増加するとしています。 

 

５）出生数と出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県保健統計年報、住民基本台帳人口（各年 9 月 30 日）より作成 

 

 

 平成 11（1999）年以降の出生数をみると、減少傾向にあり、平成 20（2008）年には

828 人となっています。 

 出生率（人口千人対）においては、平成 11（1999）年から平成 14（2002）年までほ

ぼ横ばいでしたが、平成 15（2003）年には前年比で 1.0 ポイント減少しており、その後

再びほぼ横ばいで推移しており、平成 20（2008）年には 8.6 となっています。 

資料：兵庫県保健統計年報、住民基本台帳人口（各年9月30日）より作成

1,020
966 1,006 968

862 869 863 844 809 828

8.68.48.78.9

10.3 9.8 10.2 9.8
8.8 8.9
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0
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20
（出生率）

出生数 出生率（人口千人対）

資料：国勢調査
※平成17年人口は年齢不詳分（203人）を除く

94,610
92,807 92,232 91,462 90,751 89,965

13.313.613.814.114.315.1

61.061.862.563.364.0
67.3

25.724.723.722.721.7
17.6
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６）合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県、全国は人口動態統計（厚生労働省）、高砂市は兵庫県保健統計年報、住民基本台帳人口より作成 

  合計特殊出生率は、高砂市では平成 17（2005）年から平成 19（2007）年まで減少傾

向にありましたが、平成 20（2008）年には 1.33 と大きく増加しています。  

 

７）母親の年齢 5 歳階級別出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 母親の年齢 5 階級別出生率（人口千人対）の推移をみると、平成 15（2003）年から平

成 20（2008）年までの間、各年代で増加と減少を繰り返し、平成 20（2008）年には

20～24 歳では 44.6、25～29 歳では 92.5、30～34 歳では 78.8 となっています。一

方で 35～39 歳では平成 15（2003）年から一貫して増加傾向にあり、平成 15（2003）

年に 24.8 であったものが平成 20（2008）年には 32.9 と増加しており、晩婚化が進行

していることがうかがえます。 

1.27

1.29

1.28

1.24

1.33

1.26

1.25

1.30

1.25

1.24

1.28

1.34

1.26

1.34

1.32

1.29 1.29

1.37

1.20

1.30

1.40

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

高砂市 兵庫県 全国

資料：兵庫県保健統計年報、住民基本台帳人口より作成

15歳～19歳

20歳～24歳

25歳～29歳

30歳～34歳

35歳～39歳

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

15歳～19歳 6.5 5.4 10.1 6.9 7.5 9.3

20歳～24歳 45.3 41.4 40.5 43.4 38.8 44.6

25歳～29歳 81.6 94.7 91.4 82.4 85.5 92.5

30歳～34歳 85.7 81.1 82.4 90.0 86.2 78.8

35歳～39歳 24.8 26.8 27.1 29.4 30.8 32.9

40歳～44歳 2.8 3.8 6.4 4.1 2.4 7.0

45歳～49歳 0.7 0.3 0.3 0.4 0.0 0.0

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年
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８）婚姻の動向 
 
                 男性の未婚率の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 女性の未婚率の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年齢 5 歳階級別未婚率を見ると、男性では全ての年齢階級で増加しています。特に、30

～34 歳では平成 2（1990）年の 26.2％が平成 17（2005）年には 43.2％（＋17.0 ポ

イント）増加しているのが目立っています。 

 女性でも、すべての年齢階級で未婚率が増加していますが、特に 25～29 歳で平成 2

（1990）年の 32.5％が平成 17（2005）年には 57.6％（＋25.1 ポイント）、30～34

歳で同じく 8.8％から 29.1％（＋20.3 ポイント）と大きく増加しています。 

 以上の男女の未婚率推移より、晩婚化、未婚化が急速に進んでいることがわかります。  

資料：国勢調査（各年10月1日）

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成２年 88.9% 58.8% 26.2% 13.8% 7.9% 3.8%

平成７年 89.4% 62.9% 31.8% 16.3% 12.4% 8.3%

平成12年 90.5% 62.6% 38.8% 20.3% 13.3% 10.4%

平成17年 91.8% 68.2% 43.2% 28.2% 17.6% 13.0%

20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳

資料：国勢調査（各年10月1日）

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成２年 81.3% 32.5% 8.8% 3.9% 3.3% 3.0%

平成７年 82.3% 42.9% 14.7% 6.6% 3.7% 3.3%

平成12年 85.0% 48.5% 23.7% 10.4% 6.0% 3.7%

平成17年 86.3% 57.6% 29.1% 17.0% 9.2% 5.4%

20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳
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２．家族や地域の状況 

 

１）世帯類型別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般世帯数は、平成 2（1990）年 28,456 世帯が平成 17（2005）年 33,670 世帯と

15 年間に 5,214 世帯（＋18.3％）増加しています。 

 核家族世帯数は平成 2（1990）年には 20,061 世帯であったのが、平成 17（2005）

年には 23,281 世帯と増加しています。また一般世帯に占める核家族の割合は、平成 2

（1990）年には 70.5％であったのが平成 17（2005）年には 69.1％とやや減少してい

ます。 

 核家族の世帯類型別では、夫婦のみの世帯が平成 2（1990）年 4,405 世帯から平成 17

（2005）年 7,017 世帯、ひとり親と子どもからなる世帯（女親と子どもからなる世帯+男

親と子どもからなる世帯）が同じく 1,942 世帯から 3,081 世帯と増加しています。一方、

夫婦と子どもからなる世帯では、同じく 13,714 世帯から 13,183 世帯と 531 世帯（－

3.8％）減少しています。 

 

資料：国勢調査（各年10月1日）

4,405 5,546 6,475 7,017

13,714
14,055

13,770 13,183

1,942
2,316

2,628 3,081

1,127

1,489 1,6494,042

5,387 5,726 6,708

2,816 2,295 1,898

2,978
248

205 182 1341,384

33,670
32,565

31,709

28,456

0
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35,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

（世帯）

単独世帯

その他の世帯

夫婦と子どもと親と他の親族か
らなる世帯 

夫婦と子どもと親からなる世帯 

ひとり親と子どもからなる世帯 

夫婦と子どもからなる世帯

夫婦のみの世帯
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２）核家族の世帯類型別世帯数の構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

核家族の世帯類型別では、夫婦のみの世帯が平成 2（1990）年に 22.0％であったのが、

平成 17（2005）年には 30.1％と 8.1 ポイントの増加となっています。またひとり親と

子どもからなる世帯は同じく 9.7％から 13.2％と 3.5 ポイントの増加となっています。一

方、夫婦と子どもからなる世帯では、同じく 68.4％から 56.6％と 11.8 ポイントの減少と

なっています。 

 

３）事業所数と従業員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

事業所数は、平成８（1996）年以降は減少傾向を示し、平成 18（2006）年には 3,492

事業所になっています。また、従業員数は平成 16（2004）年までは減少傾向でしたが、

平成 18（2006）年には再び 4 万人を超え 42,818 人となっています。 

 

資料：国勢調査（各年10月1日）

22.0 25.3 28.3 30.1
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2.01.81.71.7
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夫婦のみの世帯

資料：高砂市統計書
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４）労働力人口と労働力率の推移 

     

  男性                   女性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 労働力人口を見ると、男性は平成 2（1990）年に 28,174 人であったのが平成 17

（2005）年には 28,153 人とほぼ変わっていません。一方、女性は平成 2（1990）年に

15,350 人であったのが平成 17（2005）年には 18,391 人と 3,041 人（＋19.8％）に

増加しています。労働力率は、男性が平成 2（1990）年の 78.7％から平成 17（2005）

年には 72.7％と 6.0 ポイント減少しています。女性では平成 2（1990）年の 40.6％か

ら平成 17（2005）年には 44.2％と 3.6 ポイント増加しています。 

 

 

５）女性の年齢 5 歳階級別労働力率(15 歳以上) 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 女性の年齢 5 歳階級別労働力率を見ると、平成 7（1995）年から平成 17（2005）年

の 10 年間に 25～64 歳で増加していますが、特に 30～34 歳では平成 7（1995）年に

46.5％であったのが、平成 17（2005）年では 60.6％と 14.1 ポイント、25～29 歳も

同じく 13.7 ポイント増加しています。 

資料：国勢調査（各年10月1日）
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資料：国勢調査（各年10月1日）
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資料：国勢調査（各年10月1日）
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３．子育て支援サービスの状況 

 

１）保育サービスの状況 

 

 ●認可保育所・幼稚園・在宅別児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 保育所入園児童数は、平成 16（2004）年に 2,389 人が平成 20（2008）年に

は1,921人となっており、減少傾向にあります。幼稚園入園児童数は、平成16（2004）

年から平成 20（2008）年にかけてはほぼ横ばい状態にあり、在宅児童数は平成 18

（2006）年以降は増加傾向にあります。 

 

 ●一時預かり型保育の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一時保育事業は、実施施設数は平成 16（2004）年度から平成 18（2006）年度

までは 5 施設であり、平成 19（2007）年度には６施設に増加しています。また、延

利用児童数は平成 18（2006）年度までは減少していましたが、平成 19（2007）

年度には増加し 1,113 人となっています。 

資料：高砂市統計書、住民基本台帳人口より作成
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資料：高砂市児童福祉課
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 ●児童関連施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公園総数は年々増加傾向を示し、平成 19（2007）年には 153 か所となっていま

す。また同じく人口１人当りの公園面積も増加しており、平成 15（2003）年に 7.79

㎡が平成 19（2007）年には 8.20 ㎡と 0.41 ㎡増加しています。 

 

 

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

園数(か所) 142 144 146 151 153

面積(㎡) 754,388 754,942 755,302 783,274 783,741

園数(か所) 64 64 64 64 64

面積(㎡) 88,954 88,954 88,954 88,954 88,954

園数(か所) 4 4 4 4 4

面積(㎡) 52,457 52,457 52,457 52,457 52,457

園数(か所) 1 1 1 1 1

面積(㎡) 69,207 69,207 69,207 69,207 69,207

園数(か所) 1 1 1 1 1

面積(㎡) 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000

園数(か所) 1 1 1 1 1

面積(㎡) 159,000 159,000 159,000 159,000 159,000

園数(か所) 7 7 7 7 7

面積(㎡) 175,488 175,488 175,488 175,488 175,488

園数(か所) - - - - -

面積(㎡) - - - - -

園数(か所) 64 66 68 73 75

面積(㎡) 104,282 104,836 105,196 133,168 133,635

資料：高砂市統計書

7.79 7.82 7.87 8.18 8.20

墓園・特殊公園
及び都市緑地

その他の公園
（公園墓地）

その他（開発公園、
県管理公園、広場等）

人口１人当たりの公園面積（㎡）

総合公園

運動公園

都
市

基

幹
公

園

近隣公園

住
区

基
幹

公
園 地区公園

区分

総数

児童公園
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２）母子保健サービスの状況 

 

 ●乳幼児健診の実施状況 

 

乳児保健相談（3、4 ヶ月健診） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 受診率は、平成 14（2002）年度まで減少し、平成 15（2003）年度に増加した

のち再び減少傾向にありましたが、平成 19（2007）年度は 88.0％と再び増加して

います。 

 

1 歳 6 ヶ月児健診 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受診率は、平成 16（2004）年度 92.7％をピークに近年減少傾向を示しており、

平成 19（2007）年度には 90.2％となっています。 

991 998 988

874 878 863 861
828

735
760767

834
864864

730 729

84.885.286.687.886.587.2 88.0
84.4

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

（人）

20

40

60

80

100
（％）

対象児数（人数） 受診児数（人数） 受診率（％）

1,027

973
997 1,005

899
872 862

838

756
788

933
895

911 920

833
793

91.4 90.290.8 92.0 91.5 92.7
90.9 91.4

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

（人）

20

40

60

80

100
（％）

対象児数（人数） 受診児数（人数） 受診率（％）
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3 歳児健診 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受診率は、平成 16（2004）年度 91.9％をピークに近年減少傾向を示しており、

平成 19（2007）年度には 88.4％となっています。 

 

 ●訪問指導の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

妊産婦訪問は、平成 17（2005）年度に大幅な増加を示し、その後減少傾向となっ

ており、平成 19（2007）年度は 269 人となっています。新生児訪問においても、

平成 17（2005）年度の大幅な増加以降は減少傾向となっており、平成 19（2007）

年度は 134 人となっています。 

 

 ●各種教室の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

   のびのびの会は、平成 16（2004）年度まで減少傾向を示し、平成 17（2005）

年度で増加したのち再び減少傾向となり、平成 19（2007）年度は 160 人となって

います。もぐもぐの会は平成 17（2005）年度で 159 人に増加し、平成 18（2006）

年度で減少したのちは横ばいとなっています。 

997 1,009
971 959 971

855
900

1,033

796
774

888 896 902
876 881 874

89.4 88.489.1
86.7

90.2 91.9 90.0 90.5

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

（人）

20

40

60

80

100
（％）

対象児数（人数） 受診児数（人数） 受診率（％）

93 119

349

269273

79 71

191
158

134

0

100

200

300

400

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

（人）

妊産婦訪問 新生児訪問

妊産婦訪問・新生児訪問件数

204
174 176 166

203 196
160

200

146146136 133 118
135

110

159

0

100

200

300

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

（人）

のびのびの会 もぐもぐの会

のびのびの会、もぐもぐの会参加者数
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３）教育関係の状況 

 

 ●小学校の児童数と学級数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 小学校の児童数は、平成 12（2000）年度 6,249 人が年々減少し、平成 20（2008）

年度には 5,830 人となっています。 

 

 ●中学校の生徒数と学級数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中学校の生徒数は、平成 12（2000）年度 2,660 人が年々減少し、平成 20（2008）

年度には 1,995 人となっています。 

 

 ●学童保育所利用児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

 学童保育所利用児童数は、平成 15（2003）年度 308 人から増加傾向を示しており、

特に平成 18（2006）年度に大幅に増加し、平成 19（2007）年度には 455 人となっ

ています。 

6,249
6,187

6,106

5,820 5,830
5,901

5,964
5,875 5,896

203203
196 198 198 196 200 198

205

5,000

5,500

6,000

6,500

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

※各年５月１日現在

（人）

150

200

250

300
（学級数）

児童数 学級数

小学校児童数と学級数の推移
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2,474

2,024 1,995

2,573

2,2452,253
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2,071

626164

81
78 77

64 62 60

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

※各年５月１日現在

（人）

25

50

75

100
（学級数）

生徒数 学級数

中学校生徒数と学級数の推移

資料：高砂市児童福祉課

311
332

455

374

432

308
15.6

14.6
12.711.4

10.510.7

200

300

400
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※小学１～３年生の学童保育利用者割合＝（学童保育利用者数÷小学１～３年生の児童総数）×100

（人）

5

10

15

20

25
（％）

小学１～３年生の利用児童数 小学１～３年の児童総数に占める学童保育所利用児童割合

学童保育所利用児童数と小学１～３年の児童総数に占める学童保育利用児童割合
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４．子どもと子育て家庭の状況 
（次世代育成支援対策推進法に基づく「高砂市次世代育成支援に関するニーズ調査」より） 

※グラフ中の N（Number of case）は設問の回答対象者数を表しています。 

 

１）母親の就労状況 

 

 ●母親の就労状況 

 

16.4

21.9

3.4

0.5 38.5

41.8

26.1

4.7

5.7

27.2

7.3

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童
(N=1,109)

就学児童
(N=1,303)

就労している（フルタイム：産休・育休・介護休業中は含まない） 就労している（フルタイムだが産休・育休・介護休業中）

就労している（パートタイム、アルバイト等） 以前は就労していたが、現在は就労していない

これまでに就労したことがない 不明・無回答
 

 母親の現在の就労状況についてみると、就学前児童の母親は「以前は就労していたが、

現在は就労していない」が 41.8％と最も多く、次いで「就労している（パートタイム、

アルバイト等）」が 27.2％となっています。 

    一方、就学児童の母親は「就労している（パートタイム、アルバイト等）」が 38.5％

と最も多く、「就労している（フルタイム：育休・介護休業中は含まない）」も 21.9％

と就学前児童の母親より就労率が高くなっています。 

 

 

 ●母親の就労希望 

17.6

30.7

65.5

45.4 19.3

3.5

4.6

13.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童
(N=516)

就学児童
(N=414)

有（すぐにでも、または１年以内に希望がある 有（１年より先で、子どもがある程度大きくなったら就労したい）

無 不明・無回答

 

 現在就労していない母親の就労希望についてみると、就学前児童の母親は「有（１年

より先で、子どもがある程度大きくなったら就労したい）」が 65.5％と最も多く、次

いで「有（すぐにでも、または１年以内に希望がある）」が 17.6％となっています。 

    一方、就学児童の母親は「有（１年より先で、子どもがある程度大きくなったら就労

したい）」が 45.4％と最も多く、次いで「有（すぐにでも、または１年以内に希望が

ある」が 30.7％と就学前児童の母親よりすぐに働きたい意向が高くなっています。 
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 ●母親の妊娠時の状況（就学前） 

34.0 22.5 7.036.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童
(N=1,109)

離職した 継続的に働いていた（転職も含む） 出産１年前にすでに働いていなかった 不明・無回答

 

 母親の出産前後の離職状況についてみると、「出産１年前にすでに働いていなかっ

た」が 36.4％と最も多く、次いで「離職した」が 34.0％と、あわせて７割以上の母

親が出産前後１年は職に就いていないことになります。一方、「継続的に働いていた（転

職も含む）」は 22.5％となっています。 

 

 

 ●仕事と家庭の両立を支援する保育サービスや環境が整っていた場合の就労継続意向（就学前） 

4.0 24.4 3.4 45.912.7 8.0 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童
(N=377)

保育サービスが確実に利用できる見込みがあれば、継続して就労していた

職場において育児休業制度等の仕事と家庭の両立支援制度が整い、働き続けやすい環境が整っていれば、継続して就労していた

保育サービスと職場の両立支援環境がどちらも整っていれば、継続して就労していた

家族の考え方(親族の理解が得られない）等就労する環境が整っていれば、継続して就労していた

いずれにしてもやめていた

その他

不明・無回答
 

 出産前後１年以内に離職した母親に、保育サービスや環境が整っていたら、就労を継

続したかたずねたところ、「いずれにしてもやめていた」が 45.9％と最も多く、次い

で「職場において育児休業制度等の仕事と家庭の両立支援制度が整い、働き続けやすい

環境が整っていれば、継続して就労していた」が 24.4％となっています。 
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２）保育サービス等の利用状況 

  

 ●保育サービスの利用状況（就学前） 

 

［問12 現在の定期的な保育サービスの利用状況］

51.8 45.7 2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1,109

利用している 利用していない 不明・無回答

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育サービスの利用状況についてみると、「利用している」と「利用していない」の

割合が、ほぼ半々となっています。 

年齢別では、年齢が高くなるごとに「利用している」が多くなる傾向がうかがえます。 

 

8.1

28.0

34.5

54.1

72.0

70.7

76.2

51.4

47.6

61.2

56.5

67.5

49.4

45.8

62.4

45.6

42.6

90.1

68.2

63.3

43.3

26.9

26.7

20.4

46.7

48.6

37.1

40.6

29.9

47.5

52.3

34.1

54.4

55.3

3.4

3.8

1.9

2.6

1.9

2.1

1.8

2.2

2.5

1.1

2.6

3.8

1.7

2.9

3.2

3.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【年齢別】　　　　　

０歳(N=49)

１歳(N=157)

２歳(N=139)

３歳(N=157)

４歳(N=186)

５歳(N=191)

６歳(N=145)

【地区別】　　　　　

高砂(N=105)

荒井(N=185)

伊保(N=116)

伊保南(N=69)

中筋(N=77)

曽根(N=158)

米田(N=155)

米田西(N=85)

阿弥陀(N=90)

北浜(N=47)

利用している 利用していない 不明・無回答
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 ●学童保育所の利用状況（小学生） 

 

［問10　学童保育の利用］

9.6 87.8 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1,303

利用している 利用していない 不明・無回答

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学童保育所の利用状況についてみると、「利用していない」が約９割を占めています。 

学年別では、１～３年生の利用率がそれぞれ 15％前後となっています。 

 

 

 

15.1

14.8

15.2

7.5

4.9

8.3

5.3

13.3

6.6

11.5

9.7

10.5

10.5

5.7

17.3

83.0

83.7

82.8

88.9

93.1

95.3

90.2

89.9

84.0

92.1

85.9

88.1

88.2

87.1

90.8

80.8

0.9

1.9

3.4

2.4

1.4

2.2

2.6

1.3

2.7

4.8

1.5

3.8

2.0

3.5

2.0

1.5

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【学年別】　　　　　

１年生(N=218)

２年生(N=203)

３年生(N=204)

４年生(N=226)

５年生(N=203)

６年生(N=211)

【地区別】　　　　　

高砂(N=133)

荒井(N=188)

伊保(N=150)

伊保南(N=76)

中筋(N=78)

曽根(N=185)

米田(N=220)

米田西(N=124)

阿弥陀(N=87)

北浜(N=52)

利用している 利用していない 不明・無回答
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３）保育サービス等の利用希望 

 

●保育サービス等の利用希望（就学前） 

 

［問13 今後利用したい保育サービス］　N=1,109

28.0

15.2

2.4

17.0

18.8

2.1

4.5

23.4

16.1

21.3

11.1

0 10 20 30 40 50

保育園

事業所内保育施設（企業が従業員用に運営する施設）

その他の保育施設

幼稚園

延長保育（１６：３０以降の保育）

ベビーシッター

ファミリーサポートセンター

一時預かり（私用など理由を問わずに保育所などで

一時的に子どもを預かるサービス）

病後児保育

特にない

不明・無回答

単位：％

 

 

今後利用したい、あるいは足りていないと思う保育サービスについてみると、「保育

園」が 28.0％と最も多く、次いで「一時預かり(私用など理由を問わずに保育所など

で一時的に子どもを預かるサービス）」が 23.4％となっています。 
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●学童保育所の利用希望（就学前） 

［問21 学童保育を利用したいか］

29.0 28.2 42.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1,109 

利用したい 利用予定はない 不明・無回答

 

来年度就学予定の児童をもつ母親に学童保育所の利用意向についてたずねたところ、

「利用したい」と「利用予定はない」の割合が、ほぼ半々となっています。 

 

 

●学童保育所の利用希望（小学生） 

［問10-3　学童保育を利用したいか］

3.6 57.8 38.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1,144

利用したい 今後も利用しない 不明・無回答

 
現在学童保育所を利用していない人に、今後、学童保育所を利用したいかについてた

ずねたところ、「利用したい」は 3.6％とわずかになっています。 

 

 

●放課後子ども教室の利用希望（小学生） 

［問10-5　『放課後子ども教室』利用意向］

43.7 40.1 16.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1,303

利用したい 今後も利用しない 不明・無回答

 

放課後子ども教室を利用したいかについてみると、「利用したい」と「今後も利用し

ない」の割合が、ほぼ半々となっています。 
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４）子育て支援サービスの認知度・利用状況・利用意向 

 

●認知度（就学前） 

［問27 子育て支援サービスの認知度］　N=1,109

81.2

30.0

48.7

75.5

94.2

78.7

43.1

55.9

16.0

65.9

47.5

20.1

16.6

17.2

40.5

4.4

3.6

71.9

79.7

15.5

66.9

81.2

88.4

15.1

28.9

24.3

80.2

53.6

7.9

1.4

3.8

4.1

2.9

4.2

4.3

3.8

4.1

3.7

4.3

3.8

3.3

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親が自主的に集まって行う子育てサークル活動 

まちの子育てひろば

つどいの広場

体験保育らんらん

学習グループ活動

保育園での一時預かり（一時保育）

乳幼児健診（４ヵ月、１歳半、３歳）

保健センター等で実施する健康相談

妊婦教室 

両親学級

離乳食教室（もぐもぐの会）・
幼児食教室（のびのびの会）

新生児訪問・妊産婦訪問

民生委員・児童委員の相談・支援活動

家庭児童相談、母子相談

はい いいえ 不明・無回答
 

  

子育て支援サービスの認知度についてみると、「乳幼児健診（４ヵ月、１歳半、３歳）」

が 94.2％と最も多く、次いで「離乳食教室（もぐもぐの会）・幼児食教室（のびのび

の会）」が 88.4％、「母親が自主的に集まって行う子育てサークル活動」「保健センタ

ー等で実施する健康相談」が 81.2％となっています。 
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●認知度（小学生） 

［問18　子育て支援サービスの認知度］　N=1,303

47.2

18.6

35.5

92.2

88.6

51.2

79.0

62.3

5.8

41.1

87.9

83.3

43.1

56.1

63.2

9.1

54.3

34.5

14.2

9.6

1.9

2.5

2.6

2.8

2.3

2.2

2.5

1.6

2.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育委員会の教育相談

学校・ＰＴＡなどの講演会や研修会

青年の家の適応指導教室

青少年補導センターの少年相談

子育て学習グループ活動

こども１１０番の家

スクールカウンセラー

高砂市不審者情報「見守りネット」

民生委員・児童委員の相談・支援活動

家庭児童相談、母子相談

はい いいえ 不明・無回答
 

子育て支援サービスの認知度についてみると、「こども 110 番の家」が 92.2％と最

も多く、次いで「スクールカウンセラー」が 88.6％、「高砂市不審者情報「見守りネ

ット」」が 87.9％、「学校・PTA などの講演会や研修会」が 83.3％となっています。 
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  ●利用状況（就学前） 

［問27 子育て支援サービスの利用度］　N=1,109

31.9

9.1

11.4

12.4

89.9

24.4

3.9

4.2

63.2

81.5

81.2

80.3

72.0

69.6

88.6

7.4

7.1

23.4

23.5

28.6

4.9

21.5

15.8

6.6

71.3

88.8

85.6

77.6

65.4

70.5

5.3

7.3

6.0

9.6

6.5

6.0

6.6

3.5

6.0

4.9

9.4

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親が自主的に集まって行う子育てサークル活動 

まちの子育てひろば

つどいの広場

体験保育らんらん

学習グループ活動

保育園での一時預かり（一時保育）

乳幼児健診（４ヵ月、１歳半、３歳）

保健センター等で実施する健康相談

妊婦教室 

両親学級

離乳食教室（もぐもぐの会）・
幼児食教室（のびのびの会）

新生児訪問・妊産婦訪問

民生委員・児童委員の相談・支援活動

家庭児童相談、母子相談

はい いいえ 不明・無回答
 

子育て支援サービスの利用度についてみると、「乳幼児健診（４ヵ月、１歳半、３歳）」

が 89.9％と最も多く、次いで「母親が自主的に集まって行う子育てサークル活動」が

31.9％となっています。 

    一方で、「つどいの広場」、「学習グループ活動」、「民生委員・児童委員の相談・支援

活動」や「家庭児童相談、母子相談」は１割未満と利用率が低くなっています。 
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  ●利用状況（小学生） 

 

［問18　子育て支援サービスの利用度］　N=1,303

2.8

3.3

1.1

2.4

9.7

90.6

89.7

92.2

91.4

89.6

6.2

44.3

41.1

13.3

3.8

4.8

84.4

79.8

89.0

53.0

50.0 5.8

6.9

6.6

6.2

5.8

5.8

6.7

7.0

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育委員会の教育相談

学校・ＰＴＡなどの講演会や研修会

青年の家の適応指導教室

青少年補導センターの少年相談

子育て学習グループ活動

こども１１０番の家

スクールカウンセラー

高砂市不審者情報「見守りネット」

民生委員・児童委員の相談・支援活動

家庭児童相談、母子相談

はい いいえ 不明・無回答
 

 

子育て支援サービスの利用度についてみると、「高砂市不審者情報「見守りネット」」

が 44.3％と最も多く、次いで「学校・ＰＴＡなどの講演会や研修会」が 41.1％とな

っています。 

    一方で、「教育委員会の教育相談」、「青少年補導センターの少年相談」、「民生委員・

児童委員の相談・支援活動」や「家庭児童相談、母子相談」といった相談サービスは１

割未満と利用率が低くなっています。 

    また、認知度の高い「こども 110 番の家」と「スクールカウンセラー」は利用率は

低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

- 92 - 

  ●利用意向（就学前） 

［問27 子育て支援サービスの利用意向］　N=1,109

31.0

22.7

26.4

39.8

69.4

23.3

20.8

25.2

59.7

66.2

62.7

49.5

64.6

65.0

63.4

10.7

11.4

29.0

46.0

33.7

22.9

23.2

21.1

16.0

59.1

67.6

65.6

66.4

55.8

42.7

11.9

11.5

11.3

11.5

12.3

11.7

12.5

14.6

10.5

9.3

11.1

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親が自主的に集まって行う子育てサークル活動 

まちの子育てひろば

つどいの広場

体験保育らんらん

学習グループ活動

保育園での一時預かり（一時保育）

乳幼児健診（４ヵ月、１歳半、３歳）

保健センター等で実施する健康相談

妊婦教室 

両親学級

離乳食教室（もぐもぐの会）・
幼児食教室（のびのびの会）

新生児訪問・妊産婦訪問

民生委員・児童委員の相談・支援活動

家庭児童相談、母子相談

はい いいえ 不明・無回答
  

 

子育て支援サービスの利用意向についてみると、「乳幼児健診（４ヵ月、１歳半、３

歳）」が 69.4％と最も多く、次いで「保健センター等で実施する健康相談」が 46.0％、

「保育園での一時預かり（一時保育）」が 39.8％となっています。 
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 ●利用意向（小学生） 

 

［問18　子育て支援サービスの利用意向］　N=1,303

19.4

12.5

11.1

45.5

34.2

72.7

77.5

79.0

44.2

70.0

10.3

62.5

34.1

19.6

20.3

17.5

57.3

71.1

73.3

56.6

28.2 9.2

9.3

9.7

9.2

8.6

9.3

7.9

10.0

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育委員会の教育相談

学校・ＰＴＡなどの講演会や研修会

青年の家の適応指導教室

青少年補導センターの少年相談

子育て学習グループ活動

こども１１０番の家

スクールカウンセラー

高砂市不審者情報「見守りネット」

民生委員・児童委員の相談・支援活動

家庭児童相談、母子相談

はい いいえ 不明・無回答
 

 

 子育て支援サービスの利用意向についてみると、「高砂市不審者情報「見守りネッ

ト」」が 62.5％と最も多く、次いで「こども 110 番の家」が 45.5％となっています。 

 

 

 ●公立幼稚園と保育園の交流保育について（就学前） 

 

平成 20 年度調査（N=697）      平成 16 年度調査（N=581） 

交流保育
を知って

いる

65.3%

交流保育

は知らな

い
34.7%

交流保育

は知らな
い

41.5%

交流保育

を知って

いる

58.5%

  

 
※無回答を除く 
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平成 20 年度調査（N=701）      平成 16 年度調査（N=574） 

続けた方

がよい

77.3%

しなくてよ

い

1.9%

どちらとも

いえない
20.8%

どちらとも

いえない

22.8%しなくてよ

い

1.9%
続けた方
がよい

75.3%

 

 

 交流保育について｢交流保育を知っている｣人は 65.3％、「知らない」人は 34.7％と

なっており、平成 16 年度調査より認知度が上がっています。また、今後の意向につい

ては、「続けた方がよい」が 77.3％と平成 16 年度調査と同様に約８割の継続希望が

あります。 

 

 

５）ファミリーサポートセンターの利用状況 

  

●ファミリーサポートセンターの認知度 

 

就学前児童（N=1,109）         就学児童（N=1,303） 

知ってい

る

61.6%

知らない

35.4%

不明・無

回答

3.0%

不明・無

回答

2.3%

知らない

47.9%

知ってい

る
49.8%

 

 ファミリーサポートセンターを知っているかについてみると、「知っている」が就学

前児童で 61.6％、就学児童で 49.8％となっています。 

 

 

 

 

 

※無回答を除く 
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●ファミリーサポートセンターの利用状況 

 

就学前児童（N=1,109）         就学児童（N=1,303） 

不明・無

回答

11.3%

利用して

いない

87.3%

利用して
いる

1.4%

利用して

いる

0.5%

利用して

いない

93.5%

不明・無
回答

6.0%

 

 ファミリーサポートセンターの利用についてみると、「利用していない」が就学前児

童、就学児童ともに９割前後を占めています。 
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６）仕事と子育ての両立について 

 

 ●仕事と子育てを両立する上で大変だと感じること 

73.1

37.0

33.7

32.6

24.5

16.4

4.9

2.9

2.3

3.9

4.3

6.3

4.4

1.0

3.7

7.9

3.3

41.5

4.5

11.7

68.6

32.6

35.1

48.2

30.1

18.5

0% 20% 40% 60% 80%

子どもが病気の時に急に
仕事を休まなくてはならない

自分が病気・ケガをした時や
子どもが急に病気になった時に
代わりに面倒を見る人がいない

子どもと接する時間が少ない

職場の理解が得られない・
職場に気を使う

急な残業が入ってしまう

思うように育児ができない

思うように仕事ができない

家族の理解が得られない

子どもの他に面倒をみな
ければならない人がいる

子どもの面倒をみてくれる
保育所などが見つからない

その他

特にない

不明・無回答

就学前児童
(N=1,109)

就学児童
(N=1,303)

 

 仕事と子育てを両立する上で大変だと感じることをみると、就学前児童、就学児童と

もに「子どもが病気の時に急に仕事を休まなくてはならない」が最も多くなっており、

次いで就学前児童では「自分が病気・ケガをした時や子どもが急に病気になった時に代

わりに面倒を見る人がいない」、就学児童では「職場に気を使う」が多くなっています。 
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 ●仕事と子育てを両立する上で必要なこと 

73.8

58.2

40.7

40.5

32.6

31.0

17.2

1.4

8.6

2.7

4.7

70.0

19.5

31.6

39.7

34.4

63.4

67.8

21.1

9.3

0% 20% 40% 60% 80%

配偶者やパートナーが
育児に協力してくれること

職場の理解

延長保育や一時保育、放課後児童
クラブなどの保育サービス

父親や母親などの家族が
子どもの面倒をみてくれること

フレックスタイムや短時間勤務などの活用

市役所などからの保育所や
サービス等に関する情報提供

育児休業や介護休業などの取得

家族や隣近所、知人などからの保育所や
サービス等に関する情報提供

その他

不明・無回答

就学前児童
(N=1,109)

就学児童
(N=1,303)

 

 仕事と子育てを両立する上で必要なことについてみると、就学前児童、就学児童とも

に「配偶者やパートナーが育児に協力してくれること」が最も多く、次いで「職場の理

解」が多くなっており、就学前児童では「延長保育や一時保育、学童保育などの保育サ

ービス」も多くなっています。 

 

７）子どもの食生活について 

 

 ●朝食の習慣度（就学前） 

84.7

87.3

3.9

5.6

1.5

0.8

1.6

2.5

9.0

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年度調査
(N=1,109)

平成16年度調査
(N=1,175)

毎日食べる 週に３～５回食べる 週に１～２回食べる ほとんど食べない 不明・無回答

 

 朝食を毎日食べない（「ほとんど食べない」「週に 1～2 回食べる」｢週に３～５回食べ

る｣）割合は就学前児童全体で 6.3％と平成 16 年度調査よりやや減少しています。 
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 ●朝食の習慣度（小学生） 

90.7

91.4

3.8

3.7

0.8

1.8

1.9

1.3

1.3

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年度調査
(N=1,303)

平成16年度調査
(N=1,421)

毎日食べる 週に３～５回食べる 週に１～２回食べる ほとんど食べない 不明・無回答

 

 朝食を毎日食べない（「ほとんど食べない」「週に 1～2 回食べる」｢週に３～５回食べ

る｣）割合は小学生全体で 5.9％と平成 16 年度調査よりやや減少しています。 

 

 

 ●朝食を規則的に食べない理由（就学前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝食を規則的に食べない理由は、「子どもの食欲がないから」が最も多く、次いで「時

間がないから」が多くなっており、平成 16 年度調査と傾向は変わっていません。 

 

 ●朝食を規則的に食べない理由（小学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝食を規則的に食べない理由は、「子どもの食欲がないから」が最も多く、次いで「時

間がないから」が多くなっており、平成 16 年度調査と傾向は変わっていませんが、「家

族が食べないから」はやや増加しています。 

21.4

8.6

2.9

22.9

11.4

61.4

3.5

26.5

2.7

6.2

60.2

30.1

0% 20% 40% 60% 80%

時間がないから

子どもの食欲がないから

家族が食べないから

作るのがめんどうだから

その他

不明・無回答

平成20年度調査
(N=70)

平成16年度調査
(N=113)

53.9

10.5

0.0

0.0

1.3

60.5

58.7

62.5

6.7

1.0

5.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

時間がないから

子どもの食欲がないから

家族が食べないから

作るのがめんどうだから

その他

不明・無回答

平成20年度調査
(N=389)

平成16年度調査
(N=104)
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８）子育て全般について 

 

 ●子育てに関する不安感や負担について（就学前） 

7.9

9.6

39.1

42.2 30.3

7.3

4.9

14.5

12.9

28.8 2.3

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年度調査
(N=1,109)

平成16年度調査
(N=1,175)

非常に不安や負担を感じる なんとなく不安や負担を感じる

あまり不安や負担などは感じない 全く感じない

なんともいえない 不明・無回答

 

 就学前児童の保護者で、子育てに関して不安感や負担等を感じる人（「なんとなく不

安や負担を感じる」「非常に不安や負担を感じる」）は全体で 47.0％と平成 16 年度調

査より 4.8 ポイント減少しています。 

 

 ●子育てに関する不安感や負担について（小学生） 

10.2

11.0

38.8

41.9 26.1

6.1

5.6

15.8

14.1

27.9 1.1

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年度調査
(N=1,303)

平成16年度調査
(N=1,421)

非常に不安や負担を感じる なんとなく不安や負担を感じる

あまり不安や負担などは感じない 全く感じない

なんともいえない 不明・無回答

 

 小学生の保護者で、子育てに関して不安感や負担を感じる人（「なんとなく不安や負

担を感じる」「非常に不安や負担を感じる」）は全体で 49.0％と平成 16 年度調査より

3.9 ポイント減少しています。 
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 ●子育てに関して日常悩んでいることや気になること 

 

（就学前児童）            （就学児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子育てに関して日常悩んでいること、また気になることは、就学前児童では「子ども

を叱りすぎているような気がすること」が 41.9％と最も多く、次いで「食事や栄養に

関すること」が 31.4％、「病気や発育・発達に関すること」が 30.7％となっています。 

一方、就学児童でも「子どもを叱りすぎているような気がすること」が 38.6％と最

も多く、次いで「友達づきあい（いじめ等を含む）に関すること」が 29.5％、「子ど

もとの時間を十分にとれないこと」が 23.3％、「病気や発育・発達に関すること」が

22.5％、「食事や栄養に関すること」が 22.4％となっています。 

41.9

30.7

26.7

20.6

19.3

17.9

12.3

12.2

11.7

7.9

6.9

5.6

5.3

5.2

3.7

3.0

1.9

9.4

2.9

11.8

17.6

10.0

6.5

5.9

8.5

6.7

3.6

4.0

2.6

7.1

2.3

31.4

20.6

42.3

31.7

42.6

33.3

23.1

26.0

0% 20% 40% 60%

子どもを叱りすぎている
ような気がすること

食事や栄養に関すること

病気や発育・発達に関すること

仕事や自分のやりたい
ことが十分できないこと

友達づきあい（いじめ等を
含む）に関すること

子どもとの時間を十分にとれないこと

近所に子どもの遊び友達がいない

病気やケガをした時救急
病院などがわからないこと

子育てに関しての配偶者・
パートナーの協力が少ないこと

子どもとの接し方に自信が持てないこと

地域の子育て支援サービスの内容や
利用・申し込み方法がよくわからないこと

配偶者・パートナーと子育てに
関して意見が合わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・
職場などまわりの見る目が気になること

育児の方法がよくわからないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを
手伝ってくれる人がいないこと

話し相手や相談相手がいないこと

登園拒否などの問題について

その他

特にない

不明・無回答

平成20年度調査
(N=1,109)

平成16年度調査
(N=1,175)

38.6

23.3

22.5

22.4

14.7

11.4

9.0

7.4

6.1

6.1

5.4

3.6

3.5

3.3

2.4

2.4

2.8

13.6

4.9

6.5

9.0

4.2

5.8

3.4

3.9

4.8

2.0

9.1

1.4

29.5

13.9

22.4

28.1

27.9

29.3

36.1

16.7

12.6

0% 20% 40% 60%

子どもを叱りすぎている
ような気がすること

友達づきあい（いじめ等を
含む）に関すること

子どもとの時間を十分にとれないこと

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

仕事や自分のやりたい
ことが十分できないこと

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子育てに関しての配偶者・
パートナーの協力が少ないこと

近所に子どもの遊び友達がいない

配偶者・パートナーと子育てに
関して意見が合わないこと

病気やケガをした時救急
病院などがわからないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・
職場などまわりの見る目が気になること

配偶者・パートナー以外に子育てを
手伝ってくれる人がいないこと

登校拒否などの問題について

育児の方法がよくわからないこと

話し相手や相談相手がいないこと

地域の子育て支援サービスの内容や
利用・申し込み方法がよくわからないこと

その他

特にない

不明・無回答

平成20年度調査
(N=1,303)

平成16年度調査
(N=1,421)
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●子育てに関する悩みや不安の相談先 

78.1

68.0

27.3

20.3

18.5

18.4

6.0

5.0

4.9

2.4

1.0

0.4

0.2

0.1

0.1

0.0

0.0

0.4

1.0

0.8

2.4

2.3

2.1

0.5

0.4

0.4

0.1

0.0

0.0

0.1

0.2

0.8

0.9

2.8

2.1

76.5

25.8

10.6

22.6

68.8

70.4

64.9

16.4

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親族（親、きょうだいなど)

配偶者・パートナー

友人

保育園、幼稚園、学校の保護者の仲間

保育士、幼稚園の先生、学校の先生

職場の人

隣近所の人

インターネット

医師・保健師・看護師など

子育てサークルの仲間

保健センター

子育て支援センター

教育相談（適応指導教室など）

民間の電話相談

民生・児童委員、主任児童委員

保健所

母子自立支援員（母子相談員）

児童相談所（県立中央こども家庭センター）

その他

相談相手がいない

相談することはない

不明・無回答

就学前児童
(N=1,109)

就学児童
(N=1,303)

 

 子育てに関する悩みや不安の相談相手では、就学前児童、就学児童ともに「配偶者・

パートナー」、「親族（親・きょうだいなど）」や「友人」が多くなっていることから、

相談先は家族・親族や友人等、比較的近親者が上位を占めており、公的機関や専門家等

への相談は低くなっています。 
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 ●子どもが言うことを聞かなかったり、育児にいらだった時の対応 

   

（就学前児童）             （就学児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 子どもが言うことを聞かなかったり、育児にいらだった時、就学前児童、就学児童と

もに「言うことを聞くまでどなってしまう」、「ほかのことで気分転換する」や「思わず

手をあげてしまう」が上位を占めています。平成 16 年度調査と比較すると、「思わず

手をあげてしまう」は就学前児童、就学児童いずれも割合が減少しています。 

 

 

 ●お子さんとの外出の際、困ること・今までに困ったこと（就学前） 

42.7

35.9

32.1

31.0

30.4

26.3

22.1

21.6

19.3

16.5

9.6

4.4

5.8

3.8

25.4

15.7

16.2

11.7

3.3

6.0

2.0

36.3

22.6

26.5

37.0

40.3

42.6

33.0

34.0

38.2

0% 20% 40% 60%

暗い通りや見通しのきかないところが多く、
子どもが犯罪の被害にあわないか心配である

交通機関や建物がベビーカー
での移動に配慮されていない

トイレがオムツ替えや親子
での利用に配慮されていない

買い物や用事の合間の気分転換に、
子どもを遊ばせる場所がない

歩道の段差などベビーカーや
自転車の妨げになっている

小さな子どもとの食事に
配慮された場所がないこと

授乳する場所や必要な設備がないこと

緑や広い歩道がない等、まちなみに
ゆとりとうるおいがない

歩道や信号がない通りが多く、
安全に心配があること

子どもが自然とふれあう機会がないこと

荷物や子どもに手をとられて困っている時に
手を貸してくれる人が少ないこと

周囲の人が子ども連れを迷惑そうにみること

その他

特に困ること・今までに困ったことはない

不明・無回答

平成20年度調査
(N=1,109)

平成16年度調査
(N=1,175)

 

46.8

28.0

14.7

10.2

9.9

4.4

3.2

46.2

12.3

11.0

15.1

31.1

44.1

44.5

4.2

1.4

0% 20% 40% 60%

言うことを聞くまでどなってしまう

ほかのことで気分転換する

思わず手をあげてしまう

子どもについ「あんたなんか

嫌い」と言ってしまう

子どもの食事や世話を
するのが嫌になる

その他

そのようなことはない

不明・無回答

平成20年度調査
(N=1,109)

平成16年度調査
(N=1,175)

49.3

21.8

8.6

8.4

8.7

4.5

3.5

46.0

2.0

4.5

47.1

44.7

27.5

11.5

15.2

12.0

0% 20% 40% 60%

言うことを聞くまでどなってしまう

ほかのことで気分転換する

思わず手をあげてしまう

子どもの食事や世話を
するのが嫌になる

子どもについ「あんたなんか
嫌い」と言ってしまう

その他

そのようなことはない

不明・無回答

平成20年度調査
(N=1,303)

平成16年度調査
(N=1,421)
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 お子さんとの外出の際、困ること・今までに困ったことについてみると、「暗い通り

や見通しのきかないところが多く、子どもが犯罪の被害にあわないか心配である」が

42.7％と最も多く、次いで「交通機関や建物がベビーカーでの移動に配慮されていな

い」が 36.3％、「トイレがオムツ替えや親子での利用に配慮されていない」が 35.9％

となっています。 

 平成 16 年度調査と比較すると、「交通機関や建物がベビーカーでの移動に配慮され

ていない」及び「トイレがオムツ替えや親子での利用に配慮されていない」はいずれも

減少し、「暗い通りや見通しのきかないところが多く、子どもが犯罪の被害にあわない

か心配である」が増加しています。 

 

 ●お子さんとの外出の際、困ること・今までに困ったこと（小学生） 

51.1

21.8

21.4

21.4

20.3

18.8

12.6

11.4

9.9

9.3

8.0

2.7

9.5

4.7

17.7

15.8

10.5

7.0

2.9

11.3

2.8

28.2

22.7

21.0

23.6

22.7

24.4

55.8

22.6

19.5

0% 20% 40% 60%

暗い通りや見通しのきかないところが多く、
子どもが犯罪の被害にあわないか心配である

歩道や信号がない通りが多く、
安全に心配があること

歩道の段差などベビーカーや
自転車の妨げになっている

買い物や用事の合間の気分転換に、
子どもを遊ばせる場所がない

子どもが自然とふれあう機会がないこと

緑や広い歩道がない等、まちなみに
ゆとりとうるおいがない

交通機関や建物がベビーカー
での移動に配慮されていない

小さな子どもとの食事に
配慮された場所がないこと

トイレがオムツ替えや親子
での利用に配慮されていない

授乳する場所や必要な設備がないこと

荷物や子どもに手をとられて困っている時に
手を貸してくれる人が少ないこと

周囲の人が子ども連れを迷惑そうにみること

その他

特に困ること・今までに困ったことはない

不明・無回答

平成20年度調査
(N=1,303)

平成16年度調査
(N=1,421)

 

 お子さんとの外出の際、困ること・今までに困ったことについてみると、「暗い通り

や見通しのきかないところが多く、子どもが犯罪の被害にあわないか心配である」が

51.1％と最も多く、次いで「歩道や信号がない通りが多く、安全に心配があること」

が 28.2％となっています。 

    平成 16 年度調査と比較すると、「暗い通りや見通しのきかないところが多く、子ど

もが犯罪の被害にあわないか心配である」は減少しているものの、依然５割を超えてい

ます。 
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 ●家庭内や屋外での事故の経験（就学前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     家庭内事故の経験の内容についてみると、「転落（階段）」が 35.7％と最も多く、次い

で「転落（ソファー、ベッド）」が 33.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.7

13.1

12.7

11.4

10.3

9.9

8.8

7.2

5.3

4.1

3.1

2.9

1.7

1.7

1.5

1.1

0.7

0.7

0.6

0.6

0.6

9.8

2.9

33.0

0% 20% 40%

転落（階段）

転落（ソファー、ベッド）

切り傷（カミソリ、はさみ等）

転落（滑り台等の遊具）

転落（ベビーチェアー）

誤飲（タバコ）

やけど（食事）

やけど（ストーブ）

やけど（台所）

お風呂での事故

誤飲（薬品）

やけど（アイロン）

やけど（ポット）

やけど（火遊び）

交通事故（自動車同乗中）

転落（ベランダ）

窒息（ビニール）

窒息（寝具）

交通事故（歩行中）

やけど（テーブルクロスの引っ張り）

交通事故（道路遊び）

水遊び中の事故（川、池、プール）

その他

不明・無回答

就学前児童
(N=543)
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５．高校生の意識状況 
（「高砂市少子化対策に関する調査（高校生用）」より） 

 

１）出生率の低下について 

 

 ●出生率低下についての認知状況 

 
平成 21 年度調査（N=343）       平成 16 年度調査（N=340） 

知ってい

た
85.1%

知らな

かった

14.9%

知らな

かった

6.8%

知ってい

た

93.2%

 

 出生率の低下について「知っている」人は 85.1％で、平成 16 年度調査と比較する

と 8.1 ポイント減少しています。 

 

 

 ●出生率低下に関する情報の入手先 

79.8

8.9

2.4

49.0

3.8

8.6

0.3

30.5

0.2

1.0

41.9

16.2

1.9

0.6

37.3

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ・ラジオ

新聞・雑誌

親

友達

学校の授業

国・県・市の広報

インターネット

その他

平成21年度調査
(N=292)

平成16年度調査
(N=317)

 

 出生率に関する情報の入手先では、「テレビ・ラジオ」が 79.8％と最も高く、次い

で「学校の授業」が 49.0％、「新聞・雑誌」が 30.5％となっています。 

平成 16 年度調査と比較すると、すべての項目で割合が増加しています。 
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 ●出生率の低下についての考え 

 

平成 21 年度調査（N=337）       平成 16 年度調査（N=341） 

関心がな

い

21.0%
好ましい傾

向だと思う

2.0%

大した問題

ではない

9.0%

深刻な問

題だと思う

69.0%

深刻な問

題だと思う

66.9%
大した問題

ではない

10.3%

好ましい傾

向だと思う

1.2%

関心がな

い

21.1%

 

 出生率の低下についての考えでは、「深刻な問題だと思う」人は 69.0％で、平成 16

年度調査と比較すると2.1ポイント増加しており、問題意識への高まりがみられます。 

 

 

２）将来について 

 

 ●結婚希望の有無 

 

平成 21 年度調査（N=343）       平成 16 年度調査（N=340） 

将来結婚

したい

72.0%将来結婚

したくない

5.8%

わからない

22.2%

将来結婚し

たい

71.5%

将来結婚し

たくない

8.5%

わからない

20.0%

 

 結婚希望の有無については、「将来結婚したい」人は 72.0％で、「将来結婚したくな

い」人は 5.8％となっています。 

平成 16 年度調査と比較すると、「将来結婚したくない」は 2.7 ポイント減少してい

ます。 
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 ●結婚したくない理由 

59.3

3.7

7.4

25.9

0.0

0.0

3.7

2.1

12.8

4.3

21.3

8.5

71.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

独身のほうが自由だから

結婚しない人も多くいるから

家事・育児が大変そうだから

親と居るほうが楽だから

親を見ていると結婚する気にならないから

その他

わからない

平成21年度調査
(N=27)

平成16年度調査
(N=29)

 
 結婚したくない理由については、「独身の方が自由だから」が 59.3％と最も高く、

次いで「親を見ていると結婚する気にならないから」が 25.9％となっています。 

平成 16 年度調査と比較すると、「独身の方が自由だから」や「家事・育児が大変そ

うだから」は減少しているものの、「親を見ていると結婚する気にならないから」は

13.1 ポイント増加しています。 

 

 

 ●自分の子どもをもつ希望の有無 

 

平成 21 年度調査（N=343）       平成 16 年度調査（N=341） 

将来自分

の子ども

がほしい

69.7%

将来自分

の子ども

はほしくな

い

5.0%

わからない

25.4%

将来自分

の子どもが

ほしい

71.4%

将来自分

の子どもは

ほしくない

8.0%

わからない

20.6%

 

 自分の子どもをもつ希望については、「将来自分の子どもがほしい」人は 69.7％で、

「将来自分の子どもはほしくない」人は 5.0％となっています。 

平成 16 年度調査と比較すると、「将来自分の子どもがほしい」と「将来自分の子ど

もはほしくない」はそれぞれ減少しており、「わからない」が 4.8 ポイント増加してい

ます。 
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 ●自分の子どもを持ちたくない理由 

40.0

40.0

46.7

26.7

0.0

13.3

53.3

0.0

16.9

25.4

18.6

20.3

18.6

0.0

0% 20% 40% 60%

お金がかかるから

育児には心理的、肉体的な負担がかかるから

仕事をしながら子育てをするのが困難だから

自分の時間がなくなるから

こどもが好きでないから

その他

わからない

平成21年度調査
(N=15)

平成16年度調査
(N=12)

 

 自分の子どもを持ちたくない理由については、「育児には心理的、肉体的な負担がか

かるから」が 53.3％と最も高く、次いで「自分の時間がなくなるから」が 46.7％と

なっています。 

平成 16 年度調査と比較すると、すべての項目で割合が増加しています。 

 

 




